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平成27年６月橋本市議会定例会会議録（第４号）その３ 

平成27年６月24日（水） 

                                           

                                           

（午前10時45分 再開） 

○議長（中本正人君）休憩前に引き続き会議

を開きます。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

 順番15、16番 岡本君。 

〔16番（岡本安弘君）登壇〕 

○16番（岡本安弘君）皆さん、おはようござ

います。はしもと未来の岡本安弘でございま

す。 

 一般質問も３日目となりまして、皆さんも

お疲れのところではございますが、少しの間

おつき合いのほどよろしくお願いいたします。 

 さきの市議選で、歴史ある橋本市議会の末

席に加わらせていただくことができました。

市議であった父親の背中を見て育ったとはい

え、正直なところ、私自身は政治には素人で

ございます。ここにおられる平木市長、先輩

議員の皆さま、また市の職員の皆さま方から

いろいろなことを学ばせていただきたいと思

っております。そして、私を支持していただ

いた多くの市民お一人お一人の期待を裏切る

ことがないよう、精いっぱい努力してまいる

決意でございます。 

 私は、高野口伝統の織物業から転職し、介

護福祉の世界で12年近くお世話になってまい

りました。介護で培った知識と経験を生かす

ことは第一でございますが、やはり地場産業

とまちの未来を何とかしたいという思いがあ

ります。皆さまのお力をお借りして、ふるさ

と橋本市を住みよい、魅力あるまちにしてい

きたいと思いますので、何とぞよろしくお願

いいたします。 

 私は、さきの選挙において、人に、景気に、

まちの未来にまっすぐというキャッチフレー

ズのもと、市民の皆さまに支持を訴えてまい

りました。人には主に福祉、景気には産業と

農業、そしてまちの未来には教育、文化を主

に考えております。 

 本日は、このキャッチフレーズのもと、大

きく分けて三つのことをご質問させていただ

きたいと思います。何分初めてで、非常に緊

張しておりまして、お聞き苦しい点もあるか

と思いますが、ご容赦いただきますようよろ

しくお願いいたします。 

 それでは、通告に従いまして、一般質問を

始めさせていただきます。 

 １項目めに、人に真っすぐということで、

介護保険制度改正における諸問題についてで

あります。 

 本年４月から順次施行される改正介護保険

法では、特養への入所要件が見直しとなりま

した。特養については、在宅での生活が困難

な中・重度の要介護者を支える機能に重点化

し、介護度が要介護１から要介護３に引き上

げられました。原則、要介護３以上に限定す

ることとなりますが、要介護１または２の方

であっても、やむを得ない事情により特養以

外での生活が著しく困難であることを認めら

れる場合には、市町村の適切な関与のもと、

施設ごとに設置している入所検討委員会を経

て、特例的に特養への入所が認められており

ます。 

 これまで入所待機者が多く、高齢化に伴い、

今後ますます増加が考えられる中、家族の負

担が増えることが大いに懸念されております。

全国の自治体では、それぞれが救援するため

の独自の取り組みなどを検討し、入所待機者

抑制の努力をしています。 
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 そこでお伺いいたします。 

 １番目に、橋本市ではそのような入所待ち

をされる家庭に対して、どのような救済策を

お考えですか。 

 ２番目に、要介護１・２であっても、特例

の入所が認められる要件とありますが、本市

ではどうなっているのか。具体的には、その

判断を誰がどのようにするのかお答えくださ

い。 

 ３番目に、入所待機者の増加が懸念される

本市においての解決策をどう考えているのか

お答えください。 

 ２項目めに、景気に真っすぐということで、

地域地場産品のブランド推進についてお尋ね

します。 

 安倍総理は、施政方針演説の中で、めざす

は世界のマーケット、世界には300兆円を超え

る食の市場が広がっている。安全でおいしい

日本の農水産物を世界に展開していこうと言

っています。本市においても、平木市長のも

と、チーム橋本が地域産品を全国へ発信しよ

うと取り組まれています。本市の豊かな自然

に育まれた農林水産物を、全国はもとより世

界へ発信することは大切であると考えます。 

 そのためにも、足元を固め、地についた農

林水産物の振興が必要です。本市としては、

はしもとブランド推進室や、就農支援係など

を立ち上げ、積極的に地域産品の販路開拓、

農業の振興などを推進されていると思います。

また、補助事業として、がんばれ！橋本応援

補助金を、今募集されていますが、国内外に

橋本ブランドをアピールしていくには、ボリ

ュームが少し小さいのではないかと思われま

す。 

 そこでまず１番目に、本日までのがんば

れ！橋本応援補助金の応募状況についてお尋

ねします。どのような事業者がどのような事

業で応募されていますか。 

 ２番目に、本補助金の予算規模及び今後の

継続性や拡充の可能性についてお尋ねします。 

 ３項目めに、まちの未来に真っすぐという

ことで、学校給食における地場食材利用の促

進について質問します。 

 和歌山県のＮＰＯが提唱している和産和消

ではありませんが、橋本市の食材を橋本市の

子どもたちに食べてもらう橋産橋消の推進が、

地域の農業振興への地道な第一歩と考えます。 

 平成22年12月施行の六次産業化・地産地消

法で、食育との一体的な推進が基本理念で述

べられています。子どもたちが、自分たちの

まちでできる作物について理解し、橋本市の

ごんぼおいしい、橋本市のお米がおいしいと、

自信を持って言える子どもが、何よりもまち

の営業マンとなります。そして、郷土愛に育

まれた子どもたちが、橋本市の未来を変えて

くれると信じています。 

 平成25年度の地産地消の優良表彰を受けて

いる兵庫県宍粟市の学校給食センターなどは、

地場産品を使った学校給食の取り組みをされ

ていて、毎月19日には、食育の日として100％

兵庫県産の産品で取り組まれています。 

 学校給食センターの場合、本来的にはマス

流通型大量同一規格品で、地産地消にはなじ

まないと言われていますが、生産者側とメニ

ューづくりや食育を担当する側が双方向で工

夫し、取り組むことで、そのような問題を解

決している事例が、全国に多く見られます。 

 政府が進めている地方創生の観点からも、

学校給食における地場産品を使った取り組み

は大変重要と考えます。 

 そこで、橋本市産のおいしい食材を生かし

た食育への取り組みについてお尋ねします。 

 １番目に、今までの取り組みについてお答

えください。 

 ２番目に、国の補助事業への取り組みにつ

いてお答えください。 
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 以上で壇上からの私の質問は終わらせてい

ただきます。的確な答弁、よろしくお願いい

たします。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君の質問項

目１、介護保険制度改正における諸問題に関

する質問に対する答弁を求めます。 

 健康福祉部長。 

〔健康福祉部長（石橋章弘君）登壇〕 

○健康福祉部長（石橋章弘君）１点目の本市

の入所待ち家庭への救済についてお答えしま

す。 

 我が国は、2025年には全ての団塊の世代が

75歳以上の後期高齢者となり、３人に１人が

高齢者、５人に１人が後期高齢者になると予

測されています。本市においても、平成27年

３月末の高齢化率は、既に28.1％と、全国平

均を上回っており、この差は今後さらに広が

っていくことが予測されます。 

 このような状況の中、国では2025年を目途

に、高齢者が支援や介護を必要とする状態と

なっても、可能な限り住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを続けることができるよう、医

療、介護、予防、住まい、生活支援を一体的

に提供する地域包括ケアシステムの構築をめ

ざしています。 

 しかし、その構築の中で、重度の要介護者

の在宅生活を支えるために重要とされている

定期巡回・随時対応型訪問介護看護や夜間対

応型訪問介護、介護小規模多機能型居宅介護

の各サービスについては、現在、残念ながら

本市において提供する事業所はない状況です。 

 市としては、特別養護老人ホームへの入所

を待たれている方が、できるだけ在宅生活が

送れるよう、他市でこれらのサービスを行っ

ている事業者に対し、本市でのサービス開始

について直接働きかけるなど、今後、整備に

向けて努めてまいります。 

 二点目の要介護１・２における特例要件に

ついてお答えいたします。 

 今回の介護保険制度の改正により、特別養

護老人ホームについては、居宅での生活が困

難な中・重度の要介護高齢者を支える施設と

しての機能の重点化を図ることとなりました。

具体的には、新たに施設に入所する場合の要

件が、今までは要介護１以上の方が対象でし

たが、平成27年度からは、原則として要介護

３以上の方となりました。 

 しかし、要介護１・２の方であっても、居

宅においてやむを得ない事情により、日常生

活を営むことが困難であると認められる場合

には、特例として施設への入所は認められま

す。この特例入所の要件として、厚生労働省

は四つの要件を示しています。 

 まず一つ目は、認知症であって、日常生活

に支障を来すような症状、行動や意思疎通の

困難さ等が頻繁に見られること。 

 二つ目は、知的障害、精神障害等を伴い、

日常生活に支障を来すような症状、行動や意

思疎通の困難さ等が頻繁に見られること。 

 三つ目は、家族等の深刻な虐待が疑われる

こと等により、心身の安全安心の確保が困難

であること。 

 四つ目は、単身世帯である、または同居家

族が高齢や病弱であることなどにより、家族

等の支援が期待できず、かつ地域での介護サ

ービスや生活支援の供給が不十分であること

となっています。 

 この特例入所の運用にあたっては、透明性

及び公平性が求められるとともに、市町村に

よる適切な関与が求められています。そこで、

本市では、橋本・伊都地域の特別養護老人ホ

ーム事業所や保険者である各市町の担当者で

協議を行い、保険者への意見書の提出依頼の

時期や方法、また意見書の回答方法等につい

て、統一の方法・様式を定めました。 

 具体的には、新規入所の申し込み時、要介
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護１・２の方で、厚生労働省が示した要件に

該当すると思われる場合、まず事業所は保険

者に対し、特例入所の要件に該当する事由に

ついてという様式に必要書類を添付して、意

見書の提出を求めます。そして、依頼を受け

た保険者は、入所申し込み者が四つの要件の

いずれかに該当するかを確認し、意見書を事

業所に提出するという流れになります。 

 このように、事業所と保険者で意思統一を

図ったことにより、今回の制度改正に伴う特

例入所の判定について、円滑に事務が進めら

れるものと考えます。 

 最後に、三点目の待機者増加に対する本市

の対策についてお答えします。 

 特別養護老人ホームの待機者数は、平成26

年３月末現在、橋本市の要介護３以上の方が

約150人、要介護１以上で約300人となってい

ます。なお、この人数は市内の特別養護老人

ホーム事業所が、県に対し、入所申し込み者

数を報告した数字から、同一者を除いた参考

数字として、県より提供された数字です。 

 ３年前の平成23年３月末の待機者数は、要

介護３以上83人、要介護１以上207人でしたの

で、要介護３以上で約1.7倍、要介護１以上で

約1.5倍に増加しています。 

 可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを続けることができるよう、地域包括ケ

アシステムの構築をめざし、医療、介護、予

防、住まい、生活支援の一体的な提供に努め

ても、やはり本人の要介護度が上がったり、

家族等の介護力に不足が出てきたりして、在

宅での生活が困難となってしまった場合には、

特別養護老人ホームが必要となってきます。 

 平成27年度から平成29年度、第６期介護保

険事業計画を策定するにあたり、昨年度、高

齢者やケアマネジャー、事業所を対象にアン

ケートやヒアリングを行うとともに、その結

果等を踏まえながら、橋本市高齢者保健福祉

計画及び介護保険事業計画策定・推進委員会

を５回開催し、ご審議いただきました。 

 その結果、高齢者やその家族が、今後の介

護状態の重度化に対しても、安心感を持って

生活することができるよう、第６期計画に特

別養護老人ホーム60床の整備を盛り込むこと

となりました。今後、この計画に基づき、待

機者数の減少を図ります。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君、再質問

ありますか。 

 16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）ご答弁ありがとうござ

います。 

 今、部長がおっしゃられましたように、必

要なサービスというのは、橋本市においては

まだないということで、今おっしゃられまし

た看護小規模多機能型居宅介護というところ

で、これは2010年に創設されたわけなんです

けれども、以前は複合サービスという形だっ

たんですけども、今年度より名称が変わりま

した。 

 それは、訪問、通いや泊まりを組み合わせ

た市内にもあります小規模多機能の機能に訪

問看護のサービスを加えたものでございまし

て、年々増加している医療ニーズの高い高齢

者を在宅で支えていける基盤を強化するため

につくられたメニューでございまして、地域

包括ケアのかなめの一つとして位置づけられ

ております。しかしながら、全国において普

及は遅いようで、2014年２月の時点では、全

国に103の事業所しか整備されておりません。 

 それと、夜間対応型訪問介護ということで、

夜間に訪問介護員が排せつの介助や安否確認

を行うサービスでありますが、この二つは、

先ほども申しましたように、まだ橋本市には

整備されていないサービスと答弁いただきま

した。 

 在宅で生活するにあたって、今、特養のほ
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うも飽和状態でございますので、こういった

サービスというのが必要なところではござい

ますが、今後参入意欲のあるような事業所で

あるとか、何社程度声をかけていくのか。ど

れだけの見込みがあるとかというところがわ

かりましたら、ちょっと具体的にひとつ教え

ていただきたいんですけれども。 

○議長（中本正人君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（石橋章弘君）今、ご質問い

ただきましたとおり、現状は非常に厳しい状

況でございます。介護サービスの供給につき

ましては、実際やっていただくのは事業者の

方々ということでございまして、当然事業者

の方々も、事業として成り立つか成り立たな

いかが大きな判断要素になってこようかと思

います。 

 本市といたしましても、先ほど答弁しまし

た中の計画策定の中で、いろいろアンケート

をとったりしてございます。アンケートの中

でも、事業所のアンケートといたしまして、

今おっしゃられているような事業を、これか

らすぐ始めるよという意向を示された事業所

は、実はございませんでした。 

 ただ、中には、いずれは提供したいであり

ますとか、提供はしたいと思っているけども、

時期は未定ですよという事業所も数箇所ござ

います。まずは、そういう事業所にお話をし

ていきたいなと考えております。 

 ただ、私ども、実際やってくれる事業者へ

の働きかけを行っていくということにつきま

しては、やはりまずは状況のご説明、それと、

よくマスコミなんかで書かれている保険者並

びに事業者の方々のいわゆる地域包括ケアシ

ステムの中で果たす重要な役割等々について、

ご理解を求めていくということから、まず始

まっていくのかなと考えております。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）ご答弁ありがとうござ

います。 

 厚生労働省においても、2025年、平成37年

をめどに、高齢者の尊厳の保持と自立生活の

支援の目的のもとに、地域包括ケアシステム

の構築を推進しておるわけなんですけれども、

本市におかれても、住まい、医療、介護、予

防、生活支援が一体的に提供される地域包括

ケアシステムの構築に向け、連携を図ってお

られるところなんですけれども、誰もが重度

な要介護者の状態となっても、住み慣れた地

域で自分らしい暮らしをするにあたっては、

既存のサービスはもちろんなんですけれども、

先ほどご答弁いただいたような看護小規模多

機能型居宅介護であったりとか、夜間対応型

訪問介護といった在宅サービスが、特養に待

機されている家庭に対しても有効なサービス

であると考えております。 

 しかしながら、介護保険制度においては、

支給限度基準額というものがありまして、要

介護状態によって単位数が違うわけなんです

けれども、もちろん要介護度が上がって、家

で生活するのが大変やよという方には、支給

限度基準額が大きくなっているわけなんです

けれども、利用料については、基本、使用し

たサービスの１割負担でありますが、重度の

人は昼間のヘルパーだけで、要介護度の限度

枠をいっぱい使っている方がたくさんおられ

ると。夜間のケアを入れると、自己負担とい

う部分で大きくなってしまうところがありま

すので、夜間は大変なところではありますが、

家族で対応しているケースがほとんどと。 

 そういったところからも、サービスはある

が利用できないという可能性も出てきますし、

また、介護保険の限度額を超えたサービスを、

市町村が独自に介護保険に給付する上乗せサ

ービスであったりとか、介護保険にないサー

ビスを市町村が独自に給付する横出しサービ

スというところの、在宅生活においては、ま
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た今後非常に大きな役割を占めてくると思っ

ております。 

 今、声をかけていただいていて、サービス

事業所のほうも、利益のないようなところで

はなかなか参入しづらいところではあるとは

思うんです。そういったところからも、先ほ

ど申しましたように、看護の小規模の事業所

が、全国で昨年度103しか整備されていないと

いうところにつながってくるのかと思うんで

すけれども、やっぱり入所待機者抑制のため

には、在宅サービスの充実が不可欠であると

は考えております。 

 本市にない社会資源をつくるとか、社会資

源を誘致するといったことを、入所待機され

ているご家庭に対しての取り組みの一つとし

て、今後は進めていっていただきたいと思い

ますので、またよろしくお願いいたします。 

 次なんですけども、小項目２について、一

つ的確な答弁をいただきましたので、特に申

し上げることはないんですけれども、要介護

１で施設入所を希望するご家庭というのは、

各家庭そうですけども、いろんな事業がある

と思います。特に切迫した状況であるのかな

というところが考えられますので、地域の居

宅サービス等の提供体制の状況であったりと

か、担当の介護支援専門員からの居宅におい

ての生活の困難度の聞き取りなどもしっかり

行っていただいて、そういった部分も加味し

ながら、特養入所の妥当性について判断して

いただけるように、これはご要望ということ

でよろしくお願いしておきます。 

 続いて、小項目の３についてちょっと質問

させていただくんですけれども、今回の介護

報酬改定では、９年ぶりに報酬が削減されて、

全国で2.27％、特養に至ってはおよそ６％の

引き下げとなっております。 

 今、懸念されていることは、介護職員の処

遇が今後悪化するのではないのかと。また、

介護施設の経営が危うくなって、要介護者が

施設に入所することが困難になるのではない

かと。また、要介護者が必要なときにサービ

スが受けられなくなるのではないかとの声が、

多数聞かれます。 

 さらにですけれども、26都府県においては、

この３年間に計画しておりました特養の建設

が、中止や延期になったことがあると、調査

報道もされておったわけなんですけれども、

その理由について、介護職員を確保できない

ことだけでなくて、事業者に支払われる介護

報酬の引き下げによって、経営の見通しが立

たないという理由も挙がっております。 

 そこでお聞きしたいんですけれども、本市

の第６期介護保健福祉計画においては、特養

60床の整備が決定しておりますが、今後、増

床であったりとか、新規に参入させる事業所

等について、わかっている範囲でお聞かせ願

いたい。また、そのような話があるのであれ

ば、時期等についてもお聞かせ願えますか。 

○議長（中本正人君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（石橋章弘君）今ご質問の事

情、現状も、実は把握してございまして、計

画を策定する策定・推進委員会の中でも、実

はいろいろ議論が出ております。 

 今回60床の増床という計画をしてございま

すが、その際には、先ほど答弁の中で申し上

げました県提供の待機者数の数字であります

とか、あるいは委員の中に事業者の方の代表

の委員もいらっしゃいまして、今ご質問の内

容にあったような、いわゆる従事者確保の問

題が難しいという話もございます。そのほか

建築費の高騰も、実はこの時期、ございます。 

 それを総合的に勘案して60床ということに

策定したという経過がございます。それと、

今後、計画の実行という段階におきましては、

これから本年度に一応希望する施行業者とい

うか、供給する事業者、希望される方々を選
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定する作業があって、それが決まれば、来年

度で建築、29年度でオープンということで進

めていきたいということで、現時点、そうい

うスケジュールでいきたいと考えております。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）ご答弁ありがとうござ

います。 

 本年度中に選定して、来年度建築、29年度

にはオープンに向けてということでご答弁い

ただきました。 

 何分、自分自身も介護支援専門員として、

担当の高齢者の方などの相談事を聞いてきた

わけなんですけれども、そのときよくおっし

ゃられていたというのは、やっぱり自分の子

ども、息子や娘には迷惑をかけたくないであ

ったりとか、行く行くはそういった施設でお

世話になりたいという声をよく聞いたわけな

んですけども、やはり年を重ねてきますと、

この先いつどうなるかとかというところの不

安も大きいところではあると思います。 

 やっぱりそういうときの心の支えといいま

すか、安心といいますか、そういうのを持っ

ていたいということを感じました。そういっ

たところからも、社会のセーフティーネット

の役割として、特養というところは大きいの

かなと。 

 また、団塊の世代というところで、後期高

齢を迎えるこの先15年、20年先を見据えた整

備が必要であるとは考えております。 

 また、第６期の介護保健福祉計画において、

特養60床の整備が決まっていることですので、

特養整備や運営についていろいろありましょ

うが、ご応募のあった事業所については、ま

た県とも連携していただいて、支援を行って、

高齢者やその家族の市民の皆さまの負担や不

安を軽減できるように、我々も協力できると

ころは協力していきたいと考えておりますの

で、特養整備について、一日でも早く実現で

きるようにお願いして、１項目めの質問を終

わらせていただきます。 

○議長（中本正人君）次に、質問項目２、産

業振興においての地域ブランド推進に関する

質問に対する答弁を求めます。 

 経済部長。 

〔経済部長（笠原英治君）登壇〕 

○経済部長（笠原英治君）がんばれ！橋本応

援補助金についてお答えします。 

 まず、現在までの応募状況ですが、本補助

金は大きく分けて二つの事業からなり、新商

品の開発等に係る事業補助、そして販路開拓

に係る事業への補助があります。 

 新商品の開発等に係る補助事業への応募件

数は、予定件数５件程度のところ、現段階で

約10件の応募が見込まれ、６月末で締め切っ

た後、審査会を経て採択することになります。 

 一方、販路開拓に係る補助事業については、

内容を確認し、随時採択を行っており、予定

件数５件程度のところ、既に２件を採択して

います。 

 また、応募者及び応募事業の内容は、商品

開発等に係る補助事業では、伝統的な再織や

パイル織物の生地生産を得意とする事業者が、

最終製品製造者としてのブランド力を高める

ため、デザイン性の高い自社製品を開発する

事業や、複数の事業者による伝統工芸の技術

を融合させた新商品の開発などがあります。

現在のところ、農林水産物を扱った商品開発

などの応募はありませんが、事業の掘り起こ

しを図っているところです。 

 一方、販路開拓に係る補助事業では、食品

関連事業者が、首都圏で開催される著名な展

示会へ出店する事業を採択しました。 

 続いて、本補助金の予算規模については、

本年度両事業合わせて300万円を予算化して

います。今後の継続性や予算の拡充の可能性

については、本補助金を通して橋本ブランド



 

－170－ 

となり得る種を掘り起こし、その芽を育てて

いくには、一定の時間がかかると考えており

ますので、当面事業の継続は必要であると考

えています。 

 また、予算拡充について、事業１件当たり

の補助限度額は比較的小規模なものとなって

いますが、予算の範囲で、多くの事業者の皆

さんに新規事業にチャレンジしてもらいたい

と考えていますので、限度額を引き上げるこ

とは、現時点では困難であると考えています。 

 しかし、その一方で、今後の応募状況と事

業計画の内容を踏まえ、一層の支援の必要性

がある場合は、予算額の拡充を検討してまい

ります。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君、再質問

ありますか。 

 16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）ご答弁ありがとうござ

います。 

 それでは、また一つお聞かせ願いたいとこ

ろなんですけれども、今後、産業振興という

域まで育成するにあたって、市としてより積

極的に取り組みが必要かと思われるんですけ

れども、そういった点で、経済部長はどう思

われますか。ちょっとお聞かせ願えますか。 

○議長（中本正人君）経済部長。 

○経済部長（笠原英治君）ただ今壇上で答弁

させていただきましたとおり、橋本市のブラ

ンドとなれる新商品の開発であったり、新産

業を創設するまでには、一定の時間がかかる

と認識しています。このことからも、産業振

興を育成するために、がんばれ！橋本応援補

助金の継続は必要であると考えております。 

 それと、４月から地場産業振興センターに

設置してはしもとブランド推進室におきまし

て、事業者がいろいろ事業計画を進めていく

にあたって、あらゆる段階でのアドバイスを

できるような体制を整えていきたいと考えて

います。 

 それと、県や国などの支援制度を利用でき

るように、仲介役として積極的に働きかけた

いとも思っておりますし、事業計画にさらな

るブラッシュアップをかけた取り組みを支援

していきたいと思っています。 

 それと、販路開拓、販売促進につきまして

も、事業者のニーズを十分把握して、支援し

ていきたいと考えております。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）ご答弁ありがとうござ

います。 

 先ほど部長から言われましたがんばれ！橋

本応援補助金ということなんですけれども、

補助事業として今後も継続していくというご

返答をいただいたんですけれども、その原資

について少しまたお教えいただけますか。 

○議長（中本正人君）経済部長。 

○経済部長（笠原英治君）この補助金は、橋

本市産業振興基金を原資にしておるわけなん

ですが、もともと産業振興の目的に寄附をい

ただいた寄附金を積み立てていまして、本年

度、その基金の中から300万円を取り崩して予

算化させていただきました。 

 この基金には、ふるさと納税「ふるさと橋

本応援寄附金」で寄附いただいた寄附金も一

部含まれておりますので、今後、この寄附金

が増えることによって、産業振興施策に使わ

せていただける原資が増えるということにつ

ながってまいろうかと思います。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）ご答弁ありがとうござ

います。 

 ふるさと橋本応援寄附金の一部を使ってい

るということなんですけれども、ふるさと橋

本応援寄附金の現状というか、どういうもの

なのか、少し教えていただけますか。 

○議長（中本正人君）経済部長。 
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○経済部長（笠原英治君）ふるさと納税制度

につきましては、もともとありました。平成

21年度から実施しておったんですが、本年４

月から大きくリニューアルして、ふるさと橋

本応援寄附金という形にいたしております。 

 具体的には、もともと柿とパイル地の毛布

の２品しか、お礼の品としてお返しできなか

ったんですが、現在は82種、140品目。これは

色違いの商品も含めて何ですが、それだけの

商品をそろえて。お礼の品としてお返しさせ

ていただいております。 

 この４月からふるさと納税ポータルサイト

という、この関係では結構メジャーなサイト

なんですけど、そこのふるさとチョイスとい

うところに掲載しておりまして、クレジット

カードなんかでも、簡単に寄附いただけるよ

うになっています。もちろん電話なんかでも

受け付けております。 

 ４月から設置されたはしもとブランド推進

室では、この制度を活用して、地場産品の広

告、宣伝事業に努めているというところです。 

 寄附していただいた方の、だいたい半分の

額についてはポイントとして、寄附していた

だいた方に差し上げまして、ポイントに応じ

た橋本市の魅力ある商品を選んでいただいて、

これはネットで選んだり、紙ベースのカタロ

グで選んでいただいたりするんですが、そこ

から品物を贈呈しております。 

 地場産品のＰＲと販売、それと補助事業の

原資を確保していくために、しっかり取り組

んでおるところです。 

 ちなみに、６月23日、きのう現在の寄附件

数を報告させていただきますと、入金ベース

で全部で全国から1,294件、既に入金があった

のが1,680万9,000円であります。まだ入金は

されていないんですが、申し込みベースで言

いますと、全部で1,544件、金額で2,004万

5,000円となっております。去年の実績からす

ると、去年は129件で598万5,000円でしたので、

もう既に大幅に超える寄附がいただけておる

ということにつながっております。 

 以上でございます。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）ご答弁ありがとうござ

います。 

 ふるさと橋本応援寄附金ということで、前

年度を大きく上回るご寄附をいただいて、ま

た140品目ということもお聞かせ願えました。

そういったところで、またどんどんご寄附を

していただけて、産業振興というところまで

持っていっていただけたらと思いますので、

またよろしくお願いします。 

 それと、最後に、一つ市長にお尋ねしたい

んですけれども、チーム橋本が地域産品を国

内外に発信していくためにも、産業振興とい

うところはもとより、農業振興も大変重要で

あると考えるわけなんですけれども、今、安

倍総理は国を挙げてメイド・イン・ジャパン

を発信しておりますが、世界へ発信するメイ

ド・イン・橋本というところで、市長の決意

をお聞かせいただけたらと思います。 

○議長（中本正人君）市長。 

〔市長（平木哲朗君）登壇〕 

○市長（平木哲朗君）岡本議員の質問にお答

えをします。 

 そもそもブランド推進室の立ち上げ、ある

いは補助金の立ち上げというのは、もう一度

地域経済を活性化させたいという思いがあり

まして、この制度を４月１日から動かしてい

ます。 

 ふるさと納税につきましても、２品ではだ

めやということで、ほかのところは伊勢エビ

とか地域にないものをふるさと納税の返礼と

して扱っているところも多いんですけども、

そんなことしても、地域のためには何もなら

んと。やはり橋本市のいい物をカタログある
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いはネットに載せることによって、それをま

た見ていただくことによって、そして買って

食べていただくことによって、橋本市にもこ

んないい物がありますよというのを、まずふ

るさと納税の形で発信していくという形で考

えています。 

 先ほど部長が申しましたように、ブランド

推進室をつくって、これは農業者も一緒なん

ですけども、地元の企業者、農業者が困って

いることの一つの解決するための組織として、

現在動かしています。ブランド開発であると

か、販路開拓であるとかというのも、当然取

り組んでいきますし、予算についてもこれか

らどんどん広げれば、その成果が出てきてい

るという証拠になりますので、縮小するとい

うことは、全然だめやということになるんで、

それでは困ります。 

 先ほど10件の申し込みがあったということ

なんですけども、私は別に５件にはこだわら

んでええと思っているんです。内容さえよけ

れば10件にして、補正予算でも上げて、今、

やる気を出してもらわないと、この事業はと

まります。 

 だから、非常に役所的な考えの中で動いて

いるんですけども、私はそうではなくて、今

そういう企業、農業者が熱い思いを持ったと

きに、この商品開発が非常にプラスになる。

事業者にとってもプラスになるんであれば、

ことし５件の予定を10件にしてもいいなとは

思っておりますし、逆に随時受けていくよう

なやり方をしていくことが、一番いいのかな

と。ちょっと部長と反対の答弁をしているん

で、後でもめやなあきませんけど、そういう

ふうに考えています。 

 農産物にしても、今、就農支援係をつくっ

て、新しい農産物を開発したり、また耕作放

棄地をなくしていこうと。そして、それをま

ずはいい物をつくってもらって、売っていこ

うと。 

 今度橋本市に松源ができるんですけども、

そこにも橋本市の物産が置けるようなことを、

今、経済部長に指示を進めています。 

 そして、来月には旭川市へ、これは農産物

になるかどういうふうになるかわからんです

けども、旭川市へいっぺんトップセールスで

商談に行ってこようかなと計画をしています。 

 ただ、一つ大事なことは、本当に企業の人

であるとか、農業に携わっている人が、どれ

だけやる気を持ってくれるかというところが、

一番大きな問題になる。うちは、誘導をしな

がらやっていきますけど、企業がもうええわ、

もう農産物は自分ところで食べるもんだけで

ええわとか、ブランドをつくらなくてもええ

よというのであれば、それはもうこの施策と

いうのはしぼんでもらいます。 

 だから、いかにやる気を出してもらうかと

いうのも、この事業を進めていく中で、大変

必要なことでありますので、私もいろいろ地

区へ行って言っています。来年、棚田サミッ

トをせなあかんのやけども、そこでいっぺん

棚田米をつくれよと。そして、それをブラン

ド化して売っていこう。国城のところやった

ら国城のブランドをしっかり立ち上げて、こ

れを売っていこうということを、言っている

んですけども、そのことでやる気を出しても

らうのはやはり農業者であり、新しい商品開

発をしていくのは企業であると考えています

ので、そこと一緒にやらな意味がない。 

 そして、本来の商工業でしたら商工会議所、

商工会がどれだけ前のめりになってやってく

れるか。今、どちらかといったら引き気味な

んで、本当の意味で、もっと商工会議所、商

工会がもっとやる気になってやってくれる。

ＪＡにしても、農業を促進していくんであれ

ば、もっともっと全面に動いてほしいという

思いもあります。 
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 それが、なかなかばらばらでできていなか

ったのを、これから一緒にチーム橋本として

やっていくということで、引き続き、一応議

会の皆さんには３年をめどに頑張ると、３年

後に結果を出していくというお話もさせてい

ただいておりますので、その方向に向けて努

力をしてまいります。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）市長のお力強い決意表

明をいただきまして、ありがとうございます。 

 大変厳しい状況でありまして、国が進める

地方創生のベクトルに、本市においてもしっ

かりと方向を合わせていくことが大切である

と思います。 

 また、チーム橋本、産業振興の旗振りを切

に要望して、２項目めの質問を終わらせてい

ただきます。 

○議長（中本正人君）次に、質問項目３、学

校給食における地場食材利用の促進に関する

質問に対する答弁を求めます。 

 教育次長。 

〔教育次長（坂本安弘君）登壇〕 

○教育次長（坂本安弘君）学校給食における

地場食材利用の促進について、現在の本市の

取り組みをお答えします。 

 まず、一点目の年間の利用についてですが、

本市では、地域の自然や文化、産業等に関す

る理解を深めるとともに、生産者の努力や食

に関する感謝の念を育むことなどが重要であ

るとの観点から、学校給食の食材の調達にあ

たって、地場産物の積極的な活用を図ってい

ます。 

 平成26年学校給食栄養報告（週報）では、

６月と11月の２回調査を実施していますが、

全ての食材のうち、地元産及び県内産の割合

は、橋本・高野口学校給食センター平均で、

46.73％となっています。和歌山県の第２次食

育推進計画では、学校給食における地場産物

使用割合を、平成29年において40％とする目

標値を設定していますが、本市においては、

早くからこの目標値を達成しています。 

 また、できるだけ地元産物を取り入れるた

め、野菜については、出塔柏原地区の生産者

で組織されている出柏営農研究会給食部会か

ら多く仕入れており、また、みそについても、

橋本市農産加工グループから仕入れるなど、

地元グループの育成に努めているところです。 

 なお、平成27年度の物資納入追加登録によ

り、株式会社恋野マッシュルームと農事組合

法人くにぎ農業農産物直売交流施設組合の２

業者の登録がなされ、マッシュルームやはた

ごんぼを給食の地元産食材として使用すると

ともに、給食献立表にも紹介コメントを記載

して、地元産品のＰＲを実施したところです。 

 次に、国の事業への本市の取り組みについ

てのご質問ですが、学校給食に地場産物を積

極的に取り入れることに対する市町村への国

の支援としては、農林水産省の学校給食地場

食材利用拡大モデル事業がありますが、この

事業は、今後学校給食に地場産物の利用を検

討している市町村、または今後さらに地場産

物の使用割合を高めようとする市町村等に対

する支援であり、本市のように既に積極的に

取り組んでいる団体に対する国の支援はなく、

従って、本市では食材の調達については、全

て保護者からの給食費を充当しています。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君、再質問

ありますか。 

 16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）答弁のほう、ありがと

うございました。 

 今、次長のほうから報告いただいたとおり、

地場産物に関しては46.7％というところをお

聞かせ願えたんですけれども、本市において

学校給食食材利用拡大モデル事業というとこ

ろで、今後参入するであるとか、地場産品を
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今後高めていくというご答弁をいただいて、

少し本市においては消極的といいますか、否

定的な答弁であったようには感じたんですけ

ども、私はその反対であると思っておりまし

て、当該事業におきまして、メニュー開発の

研究補助や、１食当たりの平均額に50円の上

乗せがあるわけなんですけれども、成果目標

の品目ベースにおきましても、例えば商工会

議所の発売しております本市の廃鶏を使った

カレー、ひねキングのカレーなんですけれど

も、そういった取り組み方次第では、３年間

の成果目標というところにおいて、重量ベー

スでクリアできると考えております。 

 また、品目や重量ベースにおいて、地場産

品だけでなくて、国内産の対応で可能である

と思います。 

 本市の食育への取り組みとしてなんですけ

ども、地場産品で行政や民間とコンソーシア

ムを形成していただいて、調査検討や研修の

活動を通して、メニューの開発であったりと

か、新メニューの導入を図っていくことが重

要と考えるんですけれども、次長、いかがで

しょうか。 

○議長（中本正人君）教育次長。 

○教育次長（坂本安弘君）お答えをいたしま

す。 

 今ありました学校給食地場食材利用拡大モ

デル事業といいますのは、農林水産省におい

て平成26年度から実施されておる事業と、確

認をしております。事業の目的等につきまし

ては、地場農産物の利用拡大及び定着をさせ

るためということがありまして、いろんなメ

ニュー、五つほどのメニューを全て実施した

上で、先ほど議員からもご指摘のありました

成果目標を10ポイント上げる。ですから、現

在46ポイントのポイントを、56ポイントに引

き上げたらという最終的な成果目標がという

ところはございます。 

 ただ、できたばかりの制度でございまして、

いろいろ品目単位で10ポイント、それから重

量単位で10ポイントいう考え方もいろいろあ

るようでございまして、これは、教育委員会

だけで実施できるものではございませんけれ

ども、食育ということも含めて、地場産品を

使った給食のメニューの開発とか、それから

栄養士の研修等は重要と考えておりまして、

そのために利用できる補助メニューがあれば、

これはこれにこしたことはございません。 

 このモデル事業が、これからどういうふう

な制度になっていくかも含めまして、十分見

きわめてまいりたいと思いますし、可能な限

りこういったものを利用しながら、地場産品

の活用を図ってまいりたいと思います。その

際には、経済部とともに進めさせていただく

ことになろうと思います。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）食育というところで、

前向きなご答弁ありがとうございました。 

 時間のほうも押し迫ってまいっておりまし

て、この件に関しても、委員会のほうでもい

ろいろまだ練っていきたいと思いますので、

またよろしくお願いします。 

 それと、たかが50円程度と思われるかもわ

かりませんけれども、原材料費として１食当

たり50円を上限として、年10回までの導入と

いうことで、先ほど言いましたように、たか

が50円と思われるかもわからないんですけど

も、１食200円での50円というところで、子ど

もたちにとって、食材費50円を上乗せした学

校給食を提供していきたい。 

 また、そのことによって、地元経済の活性

化についてもつながることであるのかなと思

いますので、本市においては財政難の折であ

りますし、今、次長からも言われたように、

他部局としっかりと連携を密にとっていただ

きまして、積極的に取り組んでいただきます
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よう要望し、今回の一般質問を終わらせてい

ただきます。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君の一般質

問は終わりました。 

                                          

 


